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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ディスプレイパネルの情報表示画面に透明保護カバーを貼着するための両面粘着フィルム
であって、基材フィルムの一方の面に、シリコーン樹脂を主成分とする吸着層を積層し、
もう一方の面にアクリル系共重合体と架橋剤を必須成分とするアクリル系粘着剤からなる
粘着剤層を積層してなり、前記粘着剤層表面のマルテンス硬度が８～１５ｍＮ／ｍｍ２で
あり、かつ前記粘着剤層のゲル分率が２０％未満であって、前記架橋剤が金属キレート化
合物であることを特徴とする両面粘着フィルム。
【請求項２】
前記吸着層の厚みが１０～５０μｍであり、かつ前記粘着剤層の厚みが５～３０μｍであ
ることを特徴とする請求項１に記載の両面粘着フィルム。
【請求項３】
前記吸着層が、１分子中に２個以上のアルケニル基を有するジオルガノポリシロキサンと
オルガノハイドロジェンポリシロキサンからなるシリコーン組成物を、付加反応により硬
化してなるものであり、前記ジオルガノポリシロキサンが、両末端にのみビニル基を有す
る直鎖状ジオルガノポリシロキサン、両末端及び側鎖にビニル基を有する直鎖状ジオルガ
ノポリシロキサン、末端にのみビニル基を有する分岐状ジオルガノポリシロキサン、末端
及び側鎖にビニル基を有する分岐状ジオルガノポリシロキサンから選ばれる少なくとも１
種以上であることを特徴とする、請求項１または２に記載の両面粘着フィルム。
【請求項４】
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透明保護カバーと、請求項１～３のいずれかに記載の両面粘着フィルムの粘着剤層を貼り
合わせてなり、前記吸着層を介してディスプレイパネルの情報表示画面に貼着される情報
表示画面用の保護部材において、前記透明保護カバーが、厚さ１００～１，０００μｍ、
全光線透過率８５％以上であるガラス板であることを特徴とする情報表示画面用の保護部
材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、ディスプレイパネルの情報表示画面等の被着体に、貼り付けたり、取り外しが
可能な両面粘着フィルム及びそれを用いた情報表示画面用保護部材に関するもので、より
詳細には、各種電子・電気機器の表示装置として使用される液晶ディスプレイ、プラズマ
ディスプレイ、有機ＥＬ等の情報表示画面の保護及び視認性の向上を目的として、この情
報表示画面に、硬質の透明保護カバーを貼着するための両面粘着フィルム、及び前記透明
保護カバーと両面粘着フィルムとの積層体からなる情報表示画面用の保護部材に関する。
【背景技術】
【０００２】
例えば、液晶等の表示画面の保護及び視認性向上を目的として、透明ゲルを介して透明部
材をディスプレイパネルの情報表示画面に密着させる方法が知られている。（特許文献１
）。前記の方法によると、ディスプレイパネルのガラス基板と、ガラスやアクリル等の硬
質板である従来の透明部材の接合では、ガラス基板と硬質板の透明部材が面接触して貼り
合わされるため、貼り合わせ時に気泡を巻き込み易いだけでなく、一旦貼り合わせてしま
うと巻き込んだ気泡を逃がすことが難しかった。気泡を巻き込んだ場合、前記気泡により
ディスプレイの輝度、明るさ、色が不均一となり表示むらが発生するため、貼り直しや気
泡の押し出しなどの作業が必要になる。巻き込んだ気泡を押し出すために、透明部材の表
面から気泡を指で強く押し出したり、貼り直しを繰り返すうちにディスプレイ表面の外観
を損なうことがあった。
【０００３】
また、表示体を成す被着面上に、アクリル系又はウレタン系樹脂を主成分としてなる応力
緩和層を配置し、前記応力緩和層の片面に親水性液状層を介してガラス又は樹脂板から成
る透明保護体を前記被着面に対して貼着する表示装置の保護体が知られている。(特許文
献２)。前記の保護体は、表示体を成す被着面上に、前記応力緩和層、親水性液状層及び
透明保護体を積層するという工程が必要となる、そのため高価な製造装置が必要となり、
工程も複雑なものとなるので、結果として高価なものになってしまう欠点があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－２９５７８０号公報
【特許文献２】特開２０１１－１６７８６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
本発明は、ディスプレイパネルの情報表示画面等の被着体に、貼り付けたり、取り外しが
可能であり、硬質の保護部材を貼着した場合であっても、貼り付け時に気泡の巻き込みが
発生しにくく、視認性に優れた、両面粘着フィルム及びそれを用いた情報表示画面用の保
護部材を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
本発明者は、鋭意検討を行った結果、ディスプレイパネルの情報表示画面と、ガラス板か
らなる透明保護カバーと両面粘着フィルムを貼合した保護部材を貼着させる場合、基材フ
ィルムの一方の面に、シリコーン樹脂を主成分とする吸着層を積層し、もう一方の面にア
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クリル系共重合体と架橋剤を必須成分とするアクリル系粘着剤層を積層してなる両面粘着
フィルムにおいて、前記粘着剤層表面のマルテンス硬度が８～１５ｍＮ／ｍｍ２であり、
かつ前記粘着剤層のゲル分率が２０％未満であって、前記架橋剤が金属キレート化合物で
あるときに、透明保護カバーと粘着剤層を貼着して保護部材となすと、透明保護カバー表
面の凹凸や、前記吸着層表面の凹凸を打ち消す様に粘着剤層が塑性変形できるために、前
記粘着剤層に透明保護カバーを粘着した保護部材の状態で前記吸着層の表面を平滑に保つ
ことが可能となり、情報表示画面に前記保護部材の吸着層を貼り付ける際に気泡の巻き込
みが発生しにくくなる事を見出し、本発明を完成するに至った。
【０００７】
第１発明は、ディスプレイパネルの情報表示画面に透明保護カバーを貼着するための両面
粘着フィルムであって、基材フィルムの一方の面に、シリコーン樹脂を主成分とする吸着
層を積層し、もう一方の面にアクリル系共重合体と架橋剤を必須成分とするアクリル系粘
着剤からなる粘着剤層を積層してなり、前記粘着剤層表面のマルテンス硬度が８～１５ｍ
Ｎ／ｍｍ２であり、かつ前記粘着剤層のゲル分率が２０％未満であって、前記架橋剤が金
属キレート化合物であることを特徴とする両面粘着フィルムである。
【０００８】
第２発明は、前記吸着層の厚みが１０～５０μｍであり、かつ前記粘着剤層の厚みが５～
３０μｍであることを特徴とする、第１発明に記載の両面粘着フィルムである。
【０００９】
第３発明は、前記吸着層が、１分子中に２個以上のアルケニル基を有するジオルガノポリ
シロキサンとオルガノハイドロジェンポリシロキサンからなるシリコーン組成物を、付加
反応により硬化してなるものであり、前記ジオルガノポリシロキサンが、両末端にのみビ
ニル基を有する直鎖状ジオルガノポリシロキサン、両末端及び側鎖にビニル基を有する直
鎖状ジオルガノポリシロキサン、末端にのみビニル基を有する分岐状ジオルガノポリシロ
キサン、末端及び側鎖にビニル基を有する分岐状ジオルガノポリシロキサンから選ばれる
少なくとも１種以上であることを特徴とする、第１発明または第２発明のいずれかに記載
の両面粘着フィルムである。
【００１０】
第４発明は、透明保護カバーと、第１発明～第３発明のいずれかに記載の両面粘着フィル
ムの粘着剤層を貼り合わせてなり、前記吸着層を介してディスプレイパネルの情報表示画
面に貼着される保護部材において、前記透明保護カバーが、厚さ１００～１，０００μｍ
、全光線透過率８５％以上であるガラス板であることを特徴とする情報表示画面用の保護
部材である。
【発明の効果】
【００１１】
本発明の両面粘着フィルムは、基材フィルムの一方の面に、シリコーン樹脂を主成分とす
る吸着層を積層し、もう一方の面にアクリル系共重合体と架橋剤として金属キレート化合
物を必須成分とするアクリル系粘着剤からなる粘着剤層を積層してなり、前記粘着剤層表
面のマルテンス硬度とゲル分率を特定の範囲内とすることで、透明保護カバーと粘着剤層
を貼着して保護部材の状態となした際に、透明保護カバー表面の凹凸や、前記吸着層表面
の凹凸を打ち消す様に粘着剤層が塑性変形できるものとなり、前記保護部材の吸着層とデ
ィスプレイパネルの情報表示画面と貼着させる際、面接触して貼着させる条件でありなが
ら、貼着界面において空気を逃がしながら貼着することが容易となり、貼り付け時に気泡
の巻き込みを生じにくくするものである。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
以下に本発明の両面粘着フィルム及びそれを用いた情報表示画面用の保護部材を、その構
成要素に基づいて、さらに詳しく説明する。
【００１３】
（全体構成）
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本発明の情報表示画面用の保護部材は、透明保護カバーと、基材フィルムの一方の面に、
シリコーン樹脂を主成分とする吸着層を積層し、もう一方の面にアクリル系粘着剤からな
る粘着剤層を積層してなり、前記吸着層に貼り合わされたセパレータからなる両面粘着フ
ィルムとを、前記粘着剤層を介して貼着した状態で提供されるものである。
【００１４】
（透明保護カバー）
本発明の情報表示画面用の保護部材の構成部材のうち、前記透明保護カバーは、ガラス板
で波長が３８０～７８０ｎｍの領域の可視光の全光線透過率が８５％以上のものを使用す
ることが好ましい。全光線透過率が８５％未満の場合には、画面から発せられた光が透明
部材を透過しにくくなるので、視認性が低下するからである。
【００１５】
（全光線透過率の測定方法）
ここでの全光線透過率は、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５に準じ、積分球式濁度計(日本電色工業
株式会社製、ＮＤＨ２０００)により測定した。
【００１６】
前記透明保護カバーの厚みは、硬さと断裁加工性の観点から１００～１，０００μｍの範
囲であることが好ましい。前記透明保護カバーの厚みが１００μｍより小さいと、前記透
明保護カバーを情報表示画面に貼着する際の作業性が低下する場合がある。一方、前記透
明保護カバーの厚みが１，０００μｍを超えると、コストアップとなり、透過率が低下し
て視認性が低下する場合がある。
【００１７】
前記透明保護カバーは、中心線表面粗さＲａが５．０μｍ以下であることが好ましい。中
心線表面粗さＲａが５．０μｍより大きいと、前記透明保護カバーを情報表示画面に貼着
させる際に、気泡の巻き込みが生じやすくなるからである。
【００１８】
前記透明保護カバーには、場合により、光反射防止層を設けることができ、透明保護カバ
ーの片面に光反射防止剤としてＩＴＯ、ＳｉＯ２、ＴｉＯ２、ＺｎＯ２等の酸化金属の膜
を形成する。このような膜の形成は、例えばＩＴＯなどをスパッタリングすることにより
行っても良く、この方法によって光反射防止層を形成する場合には、透明性など信頼性が
高いものが得られる。
【００１９】
また、光反射防止層の形成は、コストの点で好ましい方法として、例えばＩＴＯ、ＳｉＯ

２、ＴｉＯ２、ＺｎＯ２等の酸化金属の微粉末にアクリル系樹脂のバインダーを加え溶液
化又はエマルジョン化し、これをグラビアコーター、スピンコーターなどで塗布するウエ
ット法で形成しても良い。ウエット法における反射防止剤として使用する前記酸化金属の
微粉末の粒径は、透視性の点から微細である程好ましく、１０～５００ｎｍとすることが
好ましいが、この粒径とする場合には、分散性の悪さと二次凝集によって歩留まりが悪く
なることから、粒径１．０μｍより小さいものが好ましい。
【００２０】
（両面粘着フィルム）
本発明の情報表示画面用の保護部材に用いる両面粘着フィルムは、基材フィルムの一方の
面に、シリコーン樹脂を主成分とする吸着層を積層し、もう一方の面にアクリル系粘着剤
からなる粘着剤層を積層してなり、前記吸着層にプラスチックフィルムからなるセパレー
タを貼り合わせたものであり、さらに前記粘着剤層に、ポリエステル系樹脂フィルムにシ
リコーン離型処理を施したカバーフィルムを貼り合わせた状態で提供されるものである。
【００２１】
（基材フィルム）
本発明で使用する基材フィルムは、各種のプラスチックからなるフィルムであれば、特に
限定されない。例えばポリオレフィン、ポリエステル、ポリアミド、ポリカーボネート、
トリアセチルセルロース、フッ素樹脂、ポリフェニレンオキサイド、ポリイミド、ポリア
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ミドイミド、アクリル系樹脂、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアクリロニト
リル等よりなるフィルムが例示されるが、これらに限定されるものではない。シリコーン
ゴムの熱架橋時の取り扱い性、コストの面からポリエステルフィルムやポリカーボネート
フィルムが好ましい。透明性の点では、ポリエステルフィルム、特にポリエチレンテレフ
タレートが好ましい。基材の厚みは、用途に応じて適宜選択すればよいが、通常５～４０
０μｍ、特に２０～２５０μｍの範囲であるのが好ましい。
【００２２】
基材フィルムは、その表面をコロナ放電処理、紫外線照射処理、プラズマ処理、火炎処理
したり、必要に応じてアンカー層等を設けてもよい。アンカー層等を積層する方法として
は、製膜時に積層するいわゆるインライン法、または製膜したフィルムに積層するいわゆ
るオフライン法のいずれでもよい。
【００２３】
（粘着剤層）
本発明の粘着剤層には、両面粘着フィルムの全光線透過率が８０％以上になるような高透
明粘着剤が得やすい等の理由から、各種アクリルモノマー及び／またはオリゴマーを共重
合して得られるアクリル系共重合体と、架橋剤として金属キレート化合物を必須成分とす
るアクリル系粘着剤が好適に使用することができる。
【００２４】
前記アクリル系粘着剤は、例えば、アクリル酸ブチル、アクリル酸－２－エチルヘキシル
、アクリル酸イソオクチル、アクリル酸イソノニル、アクリル酸アミル、アクリル酸シク
ロヘキシル、アクリル酸ベンジルなどのアクリル酸アルキルエステルや、メタクリル酸メ
チル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸－２－エチルヘキシル、メタクリル酸シクロヘ
キシル、メタクリル酸ベンジルなどのメタクリル酸アルキルエステルと、これらのアクリ
ル酸アルキルエステル又は、メタクリル酸アルキルエステルに、酢酸ビニル、ビニルエー
テル、スチレン、アクリロニトリル、メタクリロニトリルなどのビニル基含有化合物や、
アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、アクリル酸ヒドロキシルエチル、メタクリル酸
ヒドロキシルエチル、アクリル酸プロピレングリコール、アクリルアミド、メタクリルア
ミド、アクリル酸グリシジル、メタクリル酸グリシジル、メタクリル酸ジメチルアミノエ
チル、メタクリル酸－ｔｅｒｔ－ブチルアミノエチルなど共重合したものに架橋剤を加え
たものが用いられる。
【００２５】
前記アクリル系粘着剤に用いられるアクリル系共重合体としては、重量平均分子量が１０
万～１００万の範囲内のものが好ましく用いられる。重量平均分子量が１０万より小さい
と、粘着力が高くなり、カバーフィルムの剥離が困難になるといった不具合が発生する。
また、重量平均分子量が１００万を超えると溶液粘度が高くなり、塗工時に平滑な粘着剤
塗工外観が得難い問題がある。また、このアクリル系共重合体のガラス転移点（Ｔｇ）は
、－２０℃以下のものが好ましく使用できる。－２０℃よりＴｇが高いと粘着剤が硬くな
り、透明保護カバーに対して適度な粘着力が得られなくなる。
【００２６】
前記アクリル系粘着剤に添加される架橋剤としては、初期硬化速度が速くより平滑な面が
安定して得られるため、金属キレート化合物が好適に用いられる。金属キレート化合物と
しては、中心金属イオンとしてアルミニウムイオン、チタンイオン、ジルコニウムイオン
等を持ったものが挙げられる。具体例としては、アルミニウムエチルアセトアセテート・
ジイソプロピレート、アルミニウムトリスエチルアセトアセテート、アルミニウムアルキ
ルアセトアセテート・ジイソプロピレート、アルミニウムビスエチルアセトアセテート・
モノアセチルアセトネート、アルミニウムトリスアセチルアセトネート、ジ―イソ―プロ
ポキシビス(アセチルアセトナート)チタン、ジ―ノルマル―ブトキシビス(トリエタノー
ルアミン)チタン、ジヒロドキビス(ラクティクアシド)チタン、テトラオクチレングリコ
ールチタン、ジ―イソ―プロポキシビス(アセト酢酸エチル)チタン、チタンアセチルアセ
トネート、チタンテトラアセチルアセトネート、チタンエチルアセトアセテート、チタン
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―１、３プロパンジオキシビス（エチルアセトアセテート）、ジルコニウムテトラアセチ
ルアセトネート、ジルコニウムモノアセチルアセトネート、ジルコニウムエチルアセトア
セトネート等が上げられるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。
【００２７】
前記架橋剤の添加量としては、粘着剤１００重量％中の０．００３～２．０重量％、特に
０．０１～１．５重量％の割合で添加するとよい。添加量が０．００３重量％未満の場合
は、硬化が不十分になり前記粘着剤層の形状が不安定で表面の平滑性を保てなくなるため
、前記粘着剤層に透明保護カバーを粘着した保護部材の状態で前記吸着層の表面を平滑に
保つことができなくなり、情報表示画面に前記保護部材の吸着層を貼り付ける際に気泡の
巻き込みが生じてしまう。添加量が２．０重量％を超えた場合は粘着剤層としては硬くな
りすぎて、透明保護カバー表面の凹凸や、前記吸着層表面の凹凸を打ち消す様に粘着剤層
が塑性変形できなくなる。その結果、前記粘着剤層に透明保護カバーを粘着した保護部材
の状態で前記吸着層の表面を平滑に保つことができなくなり。情報表示画面に前記保護部
材の吸着層を貼り付ける際に気泡の巻き込みが生じてしまう。
【００２８】
（粘着剤層のゲル分率の測定方法）
本発明の両面粘着フィルムを構成する粘着剤層のゲル分率は、所定の大きさにカットした
基材上に粘着剤層のみが設けられた粘着フィルムを３０分間トルエンに浸漬させ、浸漬後
４５℃で２４時間乾燥した後に浸漬後の粘着剤層の重量を測定し、あらかじめ測定してお
いた浸漬前の粘着剤層の重量との重量比として求められる。
【００２９】
（粘着剤層表面のマルテンス硬度の測定方法）
本発明の両面粘着フィルムを構成する粘着剤層表面のマルテンス硬度の測定は、超微小押
し込み硬さ試験機（株式会社エリオニクス製　ＥＮＴ－２１００）を使用して下記条件に
て行った。
使用圧子：球状圧子（半径２００μｍ）
最大荷重：１０μＮ
荷重時間：１０ｓｅｃ
保持時間：５ｓｅｃ
徐荷時間：１０ｓｅｃ
【００３０】
前記粘着剤の物性としては、前記粘着剤層表面のマルテンス硬度が８～１５ｍＮ／ｍｍ２

　であることが好ましい。マルテンス硬度が８ｍＮ／ｍｍ２未満の場合、前記粘着層表面
が柔らかすぎて容易に変形できる様になってしまい、前記粘着層表面の平滑性が保ちにく
くなって、前記粘着剤層に透明保護カバーを粘着した保護部材の状態で前記吸着層の表面
を平滑に保つことができなくなり、情報表示画面に前記保護部材の吸着層を貼り付ける際
に気泡の巻き込みが生じてしまう。また、マルテンス硬度が１５ｍＮ／ｍｍ２より大きい
場合は、本発明の両面粘着フィルムの粘着剤層としては硬くなりすぎて透明保護カバー表
面の凹凸や、前記吸着層表面の凹凸を打ち消す様に粘着剤層が塑性変形できなくなる。そ
の結果、前記粘着剤層に透明保護カバーを粘着した、保護部材の状態で前記吸着層の表面
を平滑に保つことができなくなり、情報表示画面に前記保護部材の吸着層を貼り付ける際
に気泡の巻き込みが生じてしまう。
【００３１】
前記粘着剤層のゲル分率は２０％未満、特に好ましくは１５％未満である事が望ましい。
ゲル分率が２０％以上の場合、本発明の両面粘着フィルムの粘着剤層としては硬くなりす
ぎて透明保護カバー表面の凹凸や、前記吸着層表面の凹凸を打ち消す様に粘着剤層が塑性
変形できなくなる。その結果、前記粘着剤層に透明保護カバーを粘着した、保護部材の状
態で前記吸着層の表面を平滑に保つことができなくなり、情報表示画面に前記保護部材の
吸着層を貼り付ける際に気泡の巻き込みが生じてしまう。
【００３２】
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本発明における両面粘着フィルムの粘着剤層の厚みは、５～３０μｍとすることが適当で
ある。粘着剤層の厚みが５μｍ未満の場合、粘着力が低下し前記透明保護カバーに対して
適度な粘着力が得られづらくなる。また、粘着剤層の厚みが３０μｍを超えた場合は、粘
着剤表面の平滑性を高い状態に保つことが困難になり、粘着剤層と透明保護カバーを貼着
させて保護部材となした際に、反対側の吸着層表面を平滑に保つことができなくなり、情
報表示画面に前記保護部材の吸着層を貼り付ける際に気泡の巻き込みが生じやすくなる。
【００３３】
ここでの粘着剤層の形成方法としては、有機溶剤に溶解し粘度を調整した粘着剤を塗布す
る方法や水に分散し塗布する方法等の公知の方法を用いることができるが、架橋型アクリ
ル系粘着剤の形成方法としては、有機溶剤に溶解し粘度を調整した粘着剤を塗布する方法
が一般的である。
【００３４】
なお、前記粘着剤の希釈剤としては一般的な有機溶剤を特に制限無く用いることができる
。例えば、アセトン、メチルエチルケトン、ベンゼン、トルエン、酢酸エチルなどの有機
溶剤が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００３５】
 本発明の粘着剤層のコーティング法としては、溶液型、無溶剤型いずれもコンマナイフ
コーター、ダイコーター、リーバースコーターなどが挙げられる。無溶剤型ならば押出法
、カレンダー法でも構わないが、気泡混入防止の点からからダイコーターが好適である。
【００３６】
（カバーフィルム）
本発明の両面粘着フィルムには、粘着剤層面にポリエステル系樹脂フィルムをカバーフィ
ルムとして貼り合わせることが好ましい。カバーフィルムの中心線表面粗さは０．２０μ
ｍ以下であることが好ましい。より好ましくは、カバーフィルムの中心線表面粗さが０．
１０μｍ以下であることが好ましい。中心線表面粗さが０．２０μｍより大きくなるとカ
バーフィルム表面の粗さが粘着剤層に転写し、さらに転写してできた粘着剤層表面の凹凸
が、透明保護カバーと粘着剤層を貼着して保護部材となした際に、吸着剤層表面に影響を
与えて粘着剤層の塑性変形では打ち消せない凹凸を吸着剤表面に生じさせてしまい、前記
保護部材をディスプレイパネルの情報表示画面へ貼り付けた際に、気泡の混入が発生しや
すくなる。
【００３７】
カバーフィルムとして使用されるポリエステル系樹脂フィルムとしては、寸法安定性、透
明性、硬さの点で、二軸延伸ポリエステル系フィルムの使用が好ましい。カバーフィルム
となるポリエステル系樹脂フィルムの厚みは１０～２００μｍの範囲、硬さと断裁加工性
から２５～１００μｍの範囲のものが好ましい。前記の厚みが１０μｍより薄いとフィル
ム強度が不足し、カバーフィルム剥離時に破れたり、両面粘着フィルムに貼り合わせる際
に、シワが入り易い等の問題が発生する。また、前記厚みが２００μｍより厚いと、フィ
ルム自体が高価になる等の問題が発生する。
【００３８】
また、本発明の両面粘着フィルムを前記の透明保護カバーに粘着剤層を介して貼着する場
合には、カバーフィルムを剥離して使用するものであり、前記粘着剤層からカバーフィル
ムを剥離する際の剥離力を調整するために、前記カバーフィルムの粘着剤層貼合面に、シ
リコーン系剥離剤を塗布しておくことが好ましい。
【００３９】
（吸着層）
本発明の吸着層に用いるシリコーン樹脂の性状としては、透明性が高く、ゴムのような柔
軟性を持っていて被着体の表面に対しても、吸着層の面が被着体表面に沿うことが求めら
れる。さらに剥離の際には、小さい剥離力で容易に剥離できることが求められる。また、
少なくとも厚み１０μｍ以上で、目付け加工の方法を用いることなく塗布及び加熱処理だ
けで架橋吸着層を設けるためには、シリコーン組成物の硬化反応に際して、白金触媒等の
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もとで、１５０℃以下の低温短時間で深部まで架橋し、透明で耐熱性、圧縮永久歪み特性
に優れかつ低粘度で液状タイプである、１分子中に２個以上のアルケニル基を有するポリ
オルガノシロキサンと架橋剤としてＳｉＨ基を有するオルガノハイドロジェンポリシロキ
サンとの付加反応により熱架橋する付加反応型液状シリコーン組成物の使用が好ましい。
【００４０】
１分子中に２個以上のアルケニル基を有するジオルガノポリシロキサンとしては、両末端
にのみビニル基を有する直鎖状ジオルガノポリシロキサンと、両末端及び側鎖にビニル基
を有する直鎖状ジオルガノポリシロキサンと、末端にのみビニル基を有する分岐状ジオル
ガノポリシロキサンと、末端及び側鎖にビニル基を有する分岐状ジオルガノポリシロキサ
ンとから選ばれる少なくとも１種を用いると良い。
【００４１】
これらのジオルガノポリシロキサンの１形態としては、両末端にのみビニル基を有する直
鎖状ジオルガノポリシロキサンで、下記一般式（化１）で表わされる化合物である。
【００４２】

【化１】

【００４３】
　（式中Ｒは下記の有機基、ｎは整数を表す。）
【００４４】
【化２】
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【００４５】
　（式中Ｒは下記の有機基、ｎ、ｍは整数を表す。）
【００４６】
このビニル基以外のケイ素原子に結合した有機基（Ｒ）は異種でも同種でもよいが、具体
例としてはメチル基、エチル基、プロピル基などのアルキル基、フェニル基、トリル基、
などのアリール基、又はこれらの基の炭素原子に結合した水素原子の一部または全部をハ
ロゲン原子、シアノ基などで置換した同種、または異種の非置換または置換の脂肪族不飽
和基を除く１価炭化水素基で、好ましくはその少なくとも５０モル％がメチル基であるも
のなどが挙げられるが、このジオルガノポリシロキサンは単独でも２種以上の混合物であ
ってもよい。
【００４７】
両末端および側鎖にビニル基を有する直鎖状ジオルガノポリシロキサンは、上記一般式（
化１）中のＲの一部がビニル基である化合物である。末端にのみビニル基を有する分岐状
ポリオルガノシロキサンは、上記一般式（化２）で表わされる化合物である。末端及び側
鎖にビニル基を有する分岐状ポリオルガノシロキサンは、上記一般式（化２）中のＲの一
部がビニル基である化合物である。
【００４８】
１分子中に２個以上のアルケニル基を有するジオルガノポリシロキサンの重量平均分子量
としては、２０，０００～７００，０００の範囲のものが好ましい。前記のジオルガノポ
リシロキサンの重量平均分子量が２０，０００未満であると、硬化性が低下したり、被着
体への粘着力が低下してしまう。また、７００，０００を超えてしまうと、組成物の粘度
が高くなりすぎて製造時の撹拌が困難になる。
【００４９】
ここで架橋反応に用いる架橋剤の例として、オルガノハイドロジェンポリシロキサンが挙
げられる。前記オルガノハイドロジェンポリシロキサンは、１分子中にケイ素原子に結合
した水素原子を少なくとも３個有するものであるが、実用上からは分子中に２個の≡Ｓｉ
Ｈ結合を有するものをその全量の５０重量％までとし、残余を分子中に少なくとも３個の
≡ＳｉＨ結合を含むものとすることがよい。分子の形状としては、直鎖状、分岐状、環状
のものを使用できる。
【００５０】
前記アルケニル基を有するジオルガノポリシロキサン中のアルケニル基（Ａ）に対する、
オルガノハイドロジェンポリシロキサン中のＳｉＨ基（Ｂ）のモル比（Ａ）／（Ｂ）が１
．０～２．０の範囲となるように配合することが好ましい。モル比（Ａ）／（Ｂ）が１．
０未満では架橋密度が不足して、これに伴い凝集力、保持力が低くなってしまうことがあ
り、逆に２．０を超えると架橋密度が高くなり、適度な粘着力、及びタック性が得られず
、気泡の混入も発生しやすくなる。
【００５１】
架橋反応に用いる付加反応触媒は、塩化白金酸、塩化白金酸のアルコール溶液、塩化白金
酸とアルコールとの反応物、塩化白金酸とオレフィン化合物との反応物、塩化白金酸とビ
ニル基含有シロキサンとの反応物、白金－オレフィン錯体、白金－ビニル基含有シロキサ
ン錯体、ロジウム錯体、ルテニウム錯体などが挙げられる。また、これらのものをイソプ
ロパノール、トルエンなどの溶剤や、シリコーンオイルなどに溶解、分散させたものを用
いてもよい。架橋反応した吸着層は、シリコーンゴムのような柔軟性を持ったものとなり
、この柔軟性が被着体との密着を容易にさせるものである。
【００５２】
添加量はシリコーン組成物の合計１００重量部に対し、貴金属分として５～２，０００ｐ
ｐｍ、特に１０～５００ｐｐｍとすることが好ましい。５ｐｐｍ未満では硬化性が低下し
、架橋密度が低くなり、保持力が低下することがあり、２，０００ｐｐｍを超えると処理
浴の使用可能時間が短くなる場合がある。
【００５３】
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本発明に係るシリコーンの市販品の形状は、無溶剤型、溶剤型、エマルション型があるが
、いずれの型も使用できる。なかでも、無溶剤型は、溶剤を使用しないため、安全性、衛
生性、大気汚染の面で非常に利点がある。但し、無溶剤型であっても、所望の膜厚を得る
ための粘度調節のために、必要に応じてトルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素系溶剤
、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、イソパラフィンなどの脂肪族炭化水素系溶剤、メチル
エチルケトン、メチルイソブチルケトンなどのケトン系溶剤、酢酸エチル、酢酸イソブチ
ルなどのエステル系溶剤、ジイソプロピルエーテル、１、４－ジオキサンなどのエーテル
系溶剤、またはこれらの混合溶剤などが使用される。
【００５４】
添加量はシリコーン組成物の合計１００重量部に対し、２０～１，０００重量部、特に２
５～９００重量部とすることが好ましい。２０重量部未満では、吸着層と基材の密着性が
低下して剥離する場合があり、１，０００重量部を超えると、シリコーン組成物の塗工液
の粘度が低くなりすぎるので、塗工後から硬化までの間に、塗工された吸着層が一部流動
し、吸着層表面の平滑性が低下してしまう。
【００５５】
前述のごとく、吸着層の性状としては、ゴムのような柔軟性を持っていて被着体への貼着
時に被着体の表面の凹凸に追従して密着力を確保することが求められる。そして、例えば
前記情報表示画面の保護部材として両面粘着フィルムを使用する場合、吸着層の膜厚は、
被着体に対する吸着層の密着面方向の剪断力を確保するために少なくとも１０μｍ以上、
通常は１０～５０μｍが好ましい。本発明の場合、気泡の混入を防止し、気泡吸収性を確
保するために、吸着層の厚みとしては、２０～５０μｍであることがより好ましい。１０
μｍ未満であると被着体に対する保護部材の密着面方向の剪断力が確保できず、特に長期
貼り付け時には、保護部材が被着体から剥がれ易い。また、吸着層の厚みが５０μｍを超
える場合には、シリコーン組成物の使用量が多くなり、両面粘着フィルムの製造コストの
上昇を招いてしまう。　
【００５６】
（アンカー層）
本発明においては、基材フィルムと吸着層との接着力の向上、および被着体への保護部材
の貼着後、前記保護部材を再剥離する際に、前記吸着層と基材フィルム間で剥離すること
なく、被着体からスムーズに剥離できることを目的として、前記基材フィルムと吸着層と
の間にアンカー層を設けてもよい。
【００５７】
アンカー層の材料としては、ポリエステル系樹脂、アクリル系樹脂、ウレタン系樹脂等が
挙げられる。中でもポリエステル系樹脂またはアクリル系樹脂が、帯電防止性や被膜特性
の観点から好ましい。
【００５８】
アンカー層塗工液、吸着層塗工液の塗工方法としては、３本オフセットグラビアコーター
や５本ロールコーターに代表される多段ロールコーター、ダイレクトグラビアコーター、
バーコーター、エアナイフコーター等公知の方法が適宜使用される。
【００５９】
（セパレータ）
本発明においては、吸着層の表面の汚れや異物付着を防いだり、両面粘着フィルムのハン
ドリングを向上させるため、そして特に前記両面粘着フィルムを透明保護カバーに貼り合
わせて情報表示画面の保護部材として用いたときに、気泡の混入を抑える目的で、プラス
チックフィルムからなるセパレータを吸着層面に貼り合わせて用いる。
【００６０】
本発明の両面粘着フィルムのセパレータには、プラスチックフィルムが用いられる。例え
ば、ポリエステルフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリエチレンフィルム、ポリカー
ボネートフィルム、ポリスチレンフィルム等を挙げることができる。これらの中で、生産
性、加工性に優れるポリエステルフィルムが好ましく使用できる。また、このようなポリ
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エステルフィルムには二軸延伸フィルム、一軸延伸フィルム、無延伸フィルムがあり、そ
のいずれも使用できるが、特に二軸延伸フィルムが汎用的であり好ましく使用できる。プ
ラスチックフィルムの厚さとしては、２５～２００μｍが好ましく用いられる。２５μｍ
より薄いとフィルム強度が不足し、十分な保護性能が得られない。剥離時にフィルムが破
れる等の問題が発生する。また、２００μｍより厚いとフィルム自体が高価になる等の問
題が発生する。
【００６１】
前記吸着層面に貼り合わせるセパレータの中心線表面粗さＲａは０．２０μｍ以下とする
ことが好ましい。より好ましくは、セパレータの中心線表面粗さが０．１０μｍ以下であ
る。前記中心線表面粗さが０．２０μｍより大きくなると、セパレータ表面の粗さが吸着
層面に転写し、透明保護カバーと粘着剤層を貼着して保護部材となした際に粘着剤層の塑
性変形では打ち消せない凹凸を吸着剤表面に生じさせてしまい、前記保護部材の吸着層面
をディスプレイパネルの情報表示画面へ貼り付けた際に、気泡の混入が発生しやすくなる
という問題がある。
【００６２】
（表面粗さの測定方法）
本発明における中心線表面粗さの測定は、接触型表面粗さ計（株式会社小坂研究所製、Ａ
Ｙ－２２）を用いて行い、測定した得られた中心線平均粗さＲａを用いる。
【実施例】
【００６３】
以下、実施例と比較例を示して本発明を詳細に説明するが、本発明は下記の実施例に制限
されるものではない。なお、各実施例中の「部」は特に断ることのない限り重量部を示し
たものである。
【００６４】
（実施例１～６、比較例１～４）
プラズマ処理された厚み５０μｍのポリエチレンテレフタレートフィルムの片面に、下記
アンカー層塗工液をグラビアコーターで塗工、乾燥して、厚み２μｍのアンカー層を形成
した。
（アンカー層塗工液）
アクリルポリオール樹脂　　　　　　　　　　　　２０部
（東レファインケミカル製、コータックスＬＨ４５５、固形分：５０％）
ポリチオフェン　　　　　　　　　　　　　　　　２７部
（信越ポリマー製、セプルジーダＯＣ－ＳＣ１００、固形分：３％）
　ＭＥＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０部
　トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３部
【００６５】
（実施例１～６、比較例１～４）
前記のアンカー層の上に、下記に記載の吸着層塗工液をダイコーターにて塗工して設けた
後、オーブンにて１５０℃、１００秒で架橋させて、厚み４５μｍの吸着層を形成した。
（吸着層塗工液）
分子末端及び側鎖にビニル基を有する直鎖状ジオルガノポリシロキサン　６８．５９部
（Ｍｗ：５４０，０００）／無溶剤型
オルガノハイドロジェンシロキサン－ジオルガノシロキサンコポリマー　　０．４１部
（Ｍｗ：２，０００）／無溶剤型
白金触媒（信越ポリマー製、ＰＬ－５６）　　　　　　　　　　　　　　　１．００部
トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０．００部
合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．００部
【００６６】
（実施例１～６、比較例１～４）
前記の吸着層が形成された各粘着フィルムの吸着層面に、厚さ５０μｍのポリエステルフ
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ィルムのセパレータを２本のロール（ゴムロールとメタルロール）にて挟み込み、空気を
逃がしながら両者を貼り合わせて、プラズマ処理された厚み５０μｍのポリエチレンテレ
フタレートフィルムの片面に吸着層、セパレータが積層された粘着フィルムを得た。
【００６７】
（実施例１）
前記粘着フィルムの、吸着層が形成された面とは反対側の面に、下記に記載の粘着剤層塗
工液をダイコーターで塗工し、１００℃で２分間加熱・乾燥して、１０μｍの厚みになる
様調整して粘着剤層を形成した。
（粘着剤層塗工液）
アクリル酸エステル系共重合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０部
（サイデン化学（株）製、サイビノールＡＴ－Ｄ４５、固形分：５０％）
アルミニウムキレート架橋剤（固形分１０％）　　　　　　　　　　　　　１．６部
トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．３部
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１０．９部　　
【００６８】
（実施例２）
下記に記載の粘着剤層塗工液を、実施例１と同様の工程にて塗工、乾燥して厚さ１０μｍ
の粘着剤層を形成した。
（粘着剤層塗工液）
アクリル酸エステル系共重合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０部
（サイデン化学（株）製、サイビノールＡＴ－Ｄ４５、固形分：５０％）
アルミニウムキレート架橋剤（固形分１０％）　　　　　　　　　　　０．０１６部
トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．３部
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０９．３１６部
【００６９】
（実施例３）
下記に記載の粘着剤層塗工液を、実施例１と同様の工程にて塗工、乾燥して厚さ１０μｍ
の粘着剤層を形成した。
（粘着剤層塗工液）
アクリル酸エステル系共重合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０部
（サイデン化学（株）製、サイビノールＡＴ－Ｄ４５、固形分：５０％）
アルミニウムキレート架橋剤（固形分１０％）　　　　　　　　　　　　０．１６部
トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．３部
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０９．４６部
【００７０】
（実施例４）
下記に記載の粘着剤層塗工液を、実施例１と同様の工程にて塗工、乾燥して厚さ１０μｍ
の粘着剤層を形成した。
（粘着剤層塗工液）
アクリル酸エステル系共重合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０部
（サイデン化学（株）製、サイビノールＡＴ－Ｄ４５、固形分：５０％）
アルミニウムキレート架橋剤（固形分１０％）　　　　　　　　　　　　１０．０部
トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．３部
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１９．３部
【００７１】
（実施例５）
実施例１と同組成の塗工液を実施例１と同様の工程にて塗工、乾燥して厚さ５μｍの粘着
剤層を形成した。
【００７２】
（実施例６）
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着剤層を形成した。
【００７３】
（比較例１）
下記に記載の粘着剤層塗工液を、実施例１と同様の工程にて塗工、乾燥して厚さ１０μｍ
の粘着剤層を形成した。
（粘着剤層塗工液）
アクリル酸エステル系共重合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０部
（サイデン化学（株）製、サイビノールＡＴ－Ｄ４５、固形分：５０％）
アルミニウムキレート架橋剤（固形分１０％）　　　　　　　　　　　０．００５部
トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．３部
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０９．３０５部
【００７４】
（比較例２）
下記に記載の粘着剤層塗工液を、実施例１と同様の工程にて塗工、乾燥して厚さ１０μｍ
の粘着剤層を形成した。
（粘着剤層塗工液）
アクリル酸エステル系共重合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０部
（サイデン化学（株）製、サイビノールＡＴ－Ｄ４５、固形分：５０％）
アルミニウムキレート架橋剤（固形分１０％）　　　　　　　　　　　　１５．０部
トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．３部
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２４．３部
【００７５】
（比較例３）
実施例１と同組成の塗工液を実施例１と同様の工程にて塗工、乾燥して厚さ２μｍの粘着
剤層を形成した。
【００７６】
（比較例４）
実施例１と同組成の塗工液を実施例１と同様の工程にて塗工、乾燥して厚さ４０μｍの粘
着剤層を形成した。
【００７７】
（実施例１～６、比較例１～４）
前記の粘着剤層が形成された各粘着フィルムの粘着剤面に、厚さが２５μｍのシリコーン
系剥離剤を塗工したカバーフィルム（ポリエチレンテレフタレート製）の剥離剤塗工面を
向かい合わせて２本のロール（ゴムロールとメタルロール）にて挟み込み、空気を逃がし
ながら両者を貼り合わせた後、本発明の両面粘着フィルムを得た。
【００７８】
各実施例、比較例の評価結果を表１に、各評価方法を下記に示す。
【００７９】
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【表１】

【００８０】
（評価方法）
（粘着剤層のゲル分率）
厚さ５０μｍのポリエチレンテレフタレートフィルムを基材とし、実施例１～６、比較例
１～４の粘着剤層塗工液を前記基材の片面に塗工し、１００℃で２分間加熱・乾燥して、
実施例１～６、比較例１～４に提示した厚みの粘着剤層を形成した。この粘着剤層のみを
設けたフィルムを１００ｍｍ×１００ｍｍの大きさにカットして試験片を作製し、その試
験片の重量を測定した。次に前記の各試験片をトルエンに３０分浸漬させた後、試験片及
びトルエン溶液をろ過した残渣を４５℃で２４時間乾燥させて、浸漬後の試験片の乾燥後
重量およびトルエン溶液をろ過した残渣の乾燥後重量を測定した。その後、乾燥後試験片
から粘着剤層を除去して基材重量を測定した。ゲル分率は以下の式によって算出した。
（トルエン浸漬後の試験片及びろ過残渣の乾燥重量－基材重量）／（トルエン浸漬前の試
験片重量－基材重量）（％）
【００８１】
（粘着剤層表面のマルテンス硬度）
上記作成した両面粘着フィルムを１０ｍｍ×１０ｍｍの大きさにカットして試験片を作製
し、超微小押し込み硬さ試験機（株式会社エリオニクス製　ＥＮＴ－２１００）を使用し
て下記条件にて各サンプルの粘着剤層表面のマルテンス硬度を測定した。
使用圧子：球状圧子（半径２００μｍ）
最大荷重：１０μＮ
荷重時間：１０ｓｅｃ
保持時間：５ｓｅｃ
徐荷時間：１０ｓｅｃ
【００８２】
（粘着剤層の写像性）
上記作成した両面粘着フィルムを１００ｍｍ×１００ｍｍにカットし、写像性試験器（ス
ガ試験機株式会社製ＩＣＭ－１ＤＰ）を使用してＪＩＳ　Ｋ　７３７４に準拠した方法に
て各サンプルの写像性を測定した。
【００８３】
（粘着力）
上記作成した両面粘着フィルムを２５ｍｍ幅にカットし、表面を研磨したＳＵＳ３０４の
ステンレス板に前記両面粘着フィルムの粘着剤層を貼着し、２ｋｇの荷重をかけたロール
を２往復させ、３０分間常温放置した後に、粘着剤層面から１８０度方向に引き剥がした
際の引き剥がし力を測定した。
【００８４】
（気泡の混入評価）
上記作成した両面粘着フィルムを１２０ｍｍ×５５ｍｍにカットし、厚み３００μｍの透
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から、２ｋｇの荷重ロールを２往復させて粘着剤層を貼着した後、常温（２５℃）で、２
４時間放置して、本発明の情報表示画面用の保護部材を得た。その後、前記保護部材のセ
パレーターを剥離して、吸着層を厚み３ｍｍのソーダ石灰ガラス板に貼り合わせ、気泡の
混入を目視確認した。
　評価基準
　　◎：気泡の混入が全くない
○：気泡の混入が殆どなし
×：気泡が混入し、残っている
【図面の簡単な説明】
【００８５】
【図１】本発明の両面粘着フィルムの断面図である。
【図２】本発明の情報表示画面用の保護部材の断面図である。
【符号の説明】
【００８６】
　　１　　基材フィルム
　　１０　両面粘着フィルム
　　２　　アンカー層
　　２０　透明保護カバー
　　３　　吸着層
　　３０　情報表示画面用の保護部材
　　４　　セパレータ
　　５　　粘着剤層
　　６　　カバーフィルム
　　７　　透明保護カバー（ガラス板）
　　８　　光反射防止層
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